
今後の厚生労働科学研究の論点整理に向けて  

1．背景：厚生労働科学研究の性格  

厚生労働科学研究は、国民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関する  

行政施策上の課題を解決する目的志向型の研究である。   

幅広い分野を対象としており、行政施策に資する研究が求められ、年次計画等によ  

り計画的に研究を進めることが適当な分野がある一方で、時々の行政的課題に対応す  

る研究が必要となることも多く、各分野毎に、必要に応じ、適切な年次計画を立案す  

るとともに、機動的な対応も必要。  

2．最近の状況   

（新成長戦略（基本方針））   

O「新成長戦略（基本方針）（平成21年12月30日閣議決定）」では、「グリ   

ーン・ イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略」、「ライフ・イノベー  

ションによる健康大国戦略」、「科学・技術立国戦略」が盛り込まれた。（参考  

資料3参照）   

O「ライフ・イノベーションによる健康大国戦略」では、2020年までの目標と  

して「医療・介護・健康関連サービスの需要に見合った産業育成と雇用の創出、  

新規市場約45兆円、新規雇用約280万人」が示され、また、主な施策として   

「医療・介護・健康関連産業の成長産業化」、「日本発の革新的な医薬品、医療   

・介護技術の研究開発推進」、「医療・介護・健康関連産業のアジア等海外市場  

への展開促進」、「バリアフリー住宅の供給促進」、「医療・介護サービスの基   

盤強化」が示された。（ライフ・イノベーション（医療・介護分野革新）との表  

現もある）   

O「科学・技術立国戦略」では、2020年までの目標として「世界をリードする  

グリーン・イノベーションとライフtイノベーション」 、「独自の分野で世界ト  

ップに立つ大学t研究機関の数の増」、「官民合わせた研究開発投資をGDP比  

4％以上」等が示され、また、主な施策として「イノベーション創出のための制   

度・規制改革」、「行政のワンストップ化、情報通信技術の利活用を促進するた  

めの規制改革」等が示された。   

O「新成長戦略」では「雇用・人材戦略」も示され、その中に「～子どもの笑顔あ  

ふれる国・日本」として少子化対策も含まれている。  

（総合科学技術会議の動向）  

○総合科学技術会議では、平成22年度の科学技術関係施策の優先度判定等の実施  
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に関する意見募集（パブリックコメント）を行った。（参考資料4参照）  

○平成22年2月末頃に総合科学技術会議有識者議員が「科学・技術政策上の当   

面の重要課題」を策定する予定。  

○平成22年4月頃に科学技術政策担当大臣と総合科学技術会議有識者議員が「科   

学・技術重要施策アクション■プラン」を策定する予定。  

○総合科学技術会議では、上記のアクション・プランについて、平成23年度概算   

要求に向け、先行的に対象を絞って課題解決型の研究開発（例：グリーン・イノ   

ベーション、ライフ・イノベーション）、制度改革（例：競争的資金の使用ルー   

ル等統一化）等の施策の達成目標、そのための実施方法、年次計画などを記載す   

るとの方針が示された。  

○平成22年4月頃に総合科学技術会議が資源配分方針の基本指針を策定する予   

定。  

○平成22年6月頃に総合科学技術会議が資源配分方針を策定する予定。  

（参考）総合科学技術会議で用いられた資料におけるグリーン・イノベーション及び  

ライフ・イノベーションの例示（最先端・次世代研究開発支援プログラムの参  

考資料から抜粋）   

科学技術によるグリーン・イノベ ーションの推進   

例示  ・地球環境の観測・評価・予測の高度化  

・再生可能エネルギーへの転換  

・エネルギーの高効率化、エネルギーシステムのスマート化  

■資源の省力化・代替化・確保  

・食料生産の革新  

・情報通信技術の活用による環境先進化  

・生物多様性・生態系の保全  

・国際連携による環境・エネルギー革新  

・社会システムの設計による環境先進化 等   

科学技術によるライフ・イノベーションの推進   

例示  ・生命機能の解明  

・生命進化の仕組みの解明  

・疾患原因の解明  

・革新的な医薬品一医療機器の原理・検証・実証  

t高齢者・障害者の支援に資する介護技術の革新  

・早期診断機器・方法の原理・検証・実証  

・革新的な予防医学研究システムの構築  

・情報通信技術の活用等による医療システムの変革  

・革新的生命科学技術の社会受容性の推進 等  
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以上のような、新成長戦略等の状況を踏まえると、健康長寿社会の実現に向けた研  

究、及び少子化・高齢化に対応し、活力あふれる社会の実現に向けた研究等が、厚生  

労働科学研究の今後の主な課題となる。  

3．前回の科学技術部会におけるご意見等  

・厚生労働科学研究の在り方、人材の育成等について、ご意見・コメントを頂  

いた。  

詳細は資料4－2のとおり  

4．厚生労働科学研究に関するアンケート調査における主なご意見の概要  

実施時期：平成22年1月8日～22日  

対象者等：厚生労働科学研究費補助金 事前及び中間・事後評価委員  

延べ 743名、回答者数：129名（延べ133名）  

・厚生労働科学研究の性格・役割、行政側の意図の明確化、研究課題の設定の  

方法、評価、広報等、多岐にわたるご意見・コメントを頂いた。  

詳細は資料4－3のとおり  

5．今後の短期的なスケジュール  

・平成22年4月頃まで アクション・プラン策定に向けた検討  

・平成22年8月頃まで 平成23年度概算要求に向けた検討  

・平成22年11月頃 平成23年度厚生労働科学研究費補助金の公募  
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